　様式１
令和　　年　　月　　日


（宛先）沼津市長


所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　印


沼津市地域包括支援センター運営業務委託 
優先交渉権者選定に係るプロポーザル
参加申込書


標記プロポーザルについて、参加要領に示された内容を確認の上、必要書類を添え参加を申し込みます。
　なお、参加要領に定める参加資格の要件をすべて満たしていること、また、参加申込に係る書類に記載したすべての事項について、事実と相違ないことを誓約します。

参加する区分に〇、不参加の区分に×を記入してください。
	区分
	〇・×の記入欄

	①　あしたか地域包括支援センター
	

	②　第五地域包括支援センター
	







担当者
所属　
氏名
電話番号
ＦＡＸ
E-mail


様式２
令和　　年　　月　　日


（宛先）沼津市長


所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　印


沼津市地域包括支援センター運営業務委託 
優先交渉権者選定に係るプロポーザル
参加辞退届


標記プロポーザルについて、参加を申し込みましたが、以下の理由により辞退します。


　理由










担当者
所属
氏名
電話番号
ＦＡＸ
E-mail

様式３
暴力団又は暴力団員等でないこと等に関する表明・確約書

　私は、沼津市暴力団排除条例（平成24年条例第22号）を理解し遵守するとともに、下記の内容について相違ないことを表明、確約します。
　また、必要と認める場合には、沼津市が関係する機関への照会を行うことについても併せて承諾します。

１　私が、現在又は将来にわたって、暴力団（沼津市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（沼津市暴力団排除条例第２条第２号に該当する暴力団員等をいう。以下同じ。）のいずれにも該当しないこと。
２　役員等が、現在又は将来にわたって、前項の暴力団及び暴力団員等又は暴力団及び暴力団員等と密接な交友関係にある者（以下「暴力団等」という。）と次の各号のいずれにも該当しないこと。
　⑴　暴力団等によって、その経営を実質的に支配されている関係にある。
　⑵　暴力団等が、その経営に関与している関係にある。
　⑶　自己、自社若しくは第三者に不正な利益を図り、又は第三者に損害を与えるなど、暴力団等を利用している関係にある。
　⑷　暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関係にある。
　⑸　その他役員等又は経営に実質的に関係している者が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係にある。
３　下請け又は再委託先となる者（下請け又は再委託先が数次にわたるときは、その全てを含む。）が現在又は将来にわたって、前項に該当しないこと。
４　これら各条項のいずれかに反したと認められた場合又はこの表明・確約が虚偽の申告であることが判明した場合は、入札参加資格が停止され、又は取り消されても一切異議を申し立てず、また賠償又は補償を求めないとともにこれにより損害が生じた場合は、一切私の責任とすることを確約します。

　　　令和　　年　　月　　日

　　（宛先）沼津市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　又は現住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称実印

代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　
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様式４
使用印鑑届　兼　委任状

令和　　年　　月　　日
（宛先）沼津市長

[件名]　沼津市地域包括支援センター運営業務委託

法人（本社）の代表者

住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
実印



· 上記の法人（本社）代表者名義にてプロポーザルに参加する場合
件名のプロポーザルに係る参加申込、見積り、契約、
代金の請求・受領等一切の手続において使用する
印について右のとおり届け出ます。

使用印


· 営業所等に事務を委任する場合
私は、次の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。
[委任事項]
　件名のプロポーザルに係る参加申込、見積り、契約、代金の請求・受領等一切の手続に関する件。なお、それらの手続に使用する印は、次のとおり届け出ます。
[委任先]
住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　使用印

様式４記入例

使用印鑑届　兼　委任状

令和　　年　　月　　日
（宛先）沼津市長
参加申込書の日付と同日

[件名]　沼津市○○業務委託

法人（本社）の代表者代表者印は必須、社印は任意です。


住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
実印



· 上記の法人（本社）代表者名義にてプロポーザルに参加する場合
件名のプロポーザルに係る参加申込、見積り、契約、どちらかに☑

代金の請求・受領等一切の手続において使用する
印について右のとおり届け出ます。

使用印


· 営業所等に事務を委任する場合
私は、次の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。
[委任事項]
　件名のプロポーザルに係る参加申込、見積り、契約、代金の請求・受領等一切の手続に関する件。なお、それらの手続に使用する印は、次のとおり届け出ます。
[委任先]
住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　使用印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式５
令和　　年　　月　　日


（宛先）沼津市長


所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　印


沼津市地域包括支援センター運営業務委託 
優先交渉権者選定に係るプロポーザル
企画提案書提出届


標記プロポーザルについて、参加要領に基づき、必要書類を添え企画提案書を提出します。


提出する区分に〇を記入してください。
	区分
	〇・×の記入欄

	①　あしたか地域包括支援センター
	

	②　第五地域包括支援センター
	








担当者
所属
氏名
電話番号
ＦＡＸ
E-mail


様式6

地域包括支援センター運営に関する事項（法人概要）
１．応募法人の運営方針
	













２．給与及び処遇体系
	１．給料表の有無　　　  □有　　　　　　□無　（□→■で選択すること）

	２．（給料表がある場合のみ）職員への給料表の公開　
□公開している　□公開していない（□→■で選択すること）

	３．昇給制度の有無　　  □有　　　　　　□無　（□→■で選択すること）

	４．時間外勤務、休日勤務に関する方針





	５．健康管理に関する取り組み





	６．教育研修制度






※記入は枠内に収めてください。

様式7
地域包括支援センター運営に関する事項（法人としての社会貢献度）
	


※記入は枠内に収めてください。
様式８

法人名　　　　　　　　　　　　　　　

地域包括支援センター運営に関する事項（法人実績）
介護サービス事業実績
	事業名
	事業所名
	事業所所在地
	事業開始年月

	
	
	
	年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月

	
	
	
	　　年　月


・介護保険法第８条及び第８条の２の各号で規定された事業を記載してください。



様式9
地域包括支援センター運営に関する事項（応募動機）
	









※記入は枠内に収めてください。

様式10
地域包括支援センター運営に関する事項（公正・中立性の確保）
	＊公正・中立性の確保に対する考え方や取り組みについて










※記入は枠内に収めてください。

[bookmark: _Hlk102037711]様式11-１

地域包括支援センター運営に関する事項（職員確保）
	応募地区
	地区

	管理予定者職氏名
	　　　　　　　　　　　　　　

	配置予定人数
	名



１．職員配置予定者
①保健師等
	配置方法
	□法人内の人事異動　　□雇用内諾済　　□募集予定　　□現職
（□→■で選択すること）

	配 置 予 定 者
	氏名
	

	
	資格
	□保健師（資格取得予定者等）　□その他準ずる者　
※□→■で選択すること
資格取得（取得予定）日：　　　　年　　月　　日
＊保健師に準ずる者の場合はその該当要件を記入してください。




	
	職歴
	期　　　間
	勤務先等
	職務内容

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	


※記入は枠内に収めてください。
（留意事項）
「配置予定者」は、配置予定が未定の場合は記入不用です。
「職歴」は現職を含めて過去の職務履歴を記入してください。
「雇用内諾済」の場合は、内諾が確認できる書面等を添付してください。


様式11-２

②社会福祉士等
	配置方法
	□法人内の人事異動　　□雇用内諾済　　□募集予定　　□現職
（□→■で選択すること）

	配置予定者
	氏名
	

	
	資格
	□社会福祉士（資格取得予定者等）　□その他準ずる者
(□→■で選択すること)
資格取得（取得予定）日：　　　　年　　　　月　　　　日
＊社会福祉士に準ずる者の場合はその該当要件を記入してください。




	
	職歴
	期　間
	勤務先等
	職務内容

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	


※記入は枠内に収めてください。
（留意事項）
「配置予定者」は、配置予定が未定の場合は記入不用です。
「職歴」は現職を含めて過去の職務履歴を記入してください。
「雇用内諾済」の場合は、内諾が確認できる書面等を添付してください。












様式11-３

③主任介護支援専門員等
	配置方法
	□法人内の人事異動　　□雇用内諾済　　□募集予定　　□現職
（□→■で選択すること）

	配置予定者
	氏名
	

	
	資格
	□主任介護支援専門員（資格取得予定者含）　　□その他準ずる者
　※□→■で選択すること
資格取得（取得予定）日：　　　　年　　　　月　　　　日
＊主任介護支援専門員に準ずる者の場合はその該当要件を記入してください。




	
	職歴
	期　　　間
	勤務先等
	職務内容

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	


※記入は枠内に収めてください。
（留意事項）
「配置予定者」は、配置予定が未定の場合は記入不用です。
「職歴」は現職を含めて過去の職務履歴を記入してください。
「雇用内諾済」の場合は、内諾が確認できる書面等を添付してください。












様式11-４

２．法人における職員確保に関する状況（職員確保体制）
　配置予定職員が業務開始後、職員の退職等により職務に就くことができなくなった場合において、法人内の各職種資格所有者の有無及びこれに伴う人事異動等の対応の可否について記載し、代替人員確保等の方針について記載すること。
	職　名
	法人内有資格者人員
（□→■で選択すること）
	異動対応等の可否

	保健師等
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	社会福祉士等
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	主任介護支援専門員等
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	介護支援専門員等
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	受託後の職員の欠員等に伴う代替人員確保等の方針について

	


※記入は枠内に収めてください。
様式11-５

３．職員の研修等の実施について
＊各項目について、どのように取り組むか貴法人の考え方を記載のこと。
	業務開始にあたり、新規に職員を雇用するか。
□新規雇用する　　□新規雇用しない　　（□→■で選択すること）

	＊業務開始にあたり、配置予定職員に対して業務開始前、業務開始後にどのような職員教育を行うか。


※記入は枠内に収めてください。


様式12

地域包括支援センター運営に関する事項（危機管理）
＊各項目について、どのように取り組むか貴法人の考え方を記載のこと。
	＊個人情報の保護・管理について

	＊災害時・緊急時の２４時間対応について

	＊苦情処理と業務への反映について


※記入は枠内に収めてください。
様式13-１

地域包括支援センター運営に関する事項（事業方針）
＊各項目について、どのように取り組むか貴法人の考え方を記載のこと。
	＊介護予防ケアマネジメントへの取り組みについて

















	＊総合相談支援業務について

















※記入は枠内に収めてください。
様式13-２

地域包括支援センター運営に関する事項（事業方針）
＊各項目について、どのように取り組むか貴法人の考え方を記載のこと。
	＊高齢者虐待防止等高齢者の権利擁護の取り組みについて
















	＊包括的・継続的ケアマネジメントについて


















※記入は枠内に収めてください。
様式13-３
地域包括支援センター運営に関する事項（事業方針）
＊各項目について、どのように取り組むか貴法人の考え方を記載のこと。
	＊応募地区の現状及び課題をどう捉えているか、課題解決の為の方策は何が考えられるか。


※記入は枠内に収めてください。
様式14

地域包括支援センター運営に関する事項（準備計画）
＊各項目について、どのように取り組むか貴法人の考え方を記載のこと。
	＊地域包括支援センター開設までの準備計画（内容、スケジュール、資金計画）の記載。


※記入は枠内に収めてください。
様式15-１

令和　　　年　　　月　　　日　現在

地域包括支援センター運営に関する事項（設置計画）
１．事務所の設置方法
	□土地取得（予定）　　□賃貸（予定）物件内　　　　　　　（以下□→■で選択すること）
【土地・建物の所有者：　　　　　　　　　　　　　　】
□法人施設内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


２．事務室の設置場所
	所在地
	〒
沼津市　

	事務室位置
	　　　階建建物中　　　　階（エレベーター：□有　　　□無）

	事務室の位置案内
	＊相談等の来訪者に対する位置案内について看板等の設置場所等、具体的な方策を記入すること。







３．事務室の設置内容
	面積
	　　　　　　　　㎡
（事務室内に相談室を設置する場合にはその面積を除くこと。）

	設置状況
	　　□個室（独立利用）　　　　□他事業所と共有

	
	＊他事業所と共有する場合、事務室の仕切り方法を記入すること。



４．相談室の設置内容
	面積
	　　　　　　　　㎡

	設置状況
	　　□個室（独立利用）　　　　□他事業所と共有

	
	＊事務室と共有する場合、相談室との仕切り方法を記入すること。






様式15-２

５．事務所平面図
	＊事務所の平面図は、主なレイアウト（職員の机や書庫の配置予定など）を記入するとともに、建物入口からの部分と事務室を含めて記入すること。
＊縦記載又は横記載でも可とする。なお、Ａ４サイズないし折りたたみでＡ４サイズに収まる場合別紙添付でも可。なお、別紙添付の場合には添付する用紙に「５．事務所平面図」と記載すること。


※記入は枠内に収めてください。
様式15-３

６．設置予定事務所の状況がわかる現況写真等
①事務所設置予定建物の外観



（写真又は画像データを添付してください）




2 事務室・相談室設置予定場所


（写真又は画像データを添付してください）







様式16
地域包括支援センター運営に関する事項（利便性と利用者への配慮）
	＊地域包括支援センターの利便性と利用者への配慮を記載のこと。


※記入は枠内に収めてください。
